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要   約 

 

スルメイカ秋季発生系群の資源量は漁獲による影響に加え、年々および中長期

的な環境の変化によって変動する。近年は好適な環境下にあると判断されており、近

年の好適な環境下におけるＭＳＹ水準の維持を管理目標とした。資源調査結果や漁獲量

から判断すると、近年の資源量はＭＳＹ水準(100万トン)を超える高い水準を維持

していたが、2004年の資源量は85万トンに減少した。管理基準値は産卵親魚量と

翌年の資源量の関係から再生産関係式を求め、再生産関係式より推定したＦmsy

を用いた。その結果、Ｆmsyは0.748と推定され、2005年の予測資源量が104万トン

であることから、2005年のＡＢＣlimitは42万8千トン（漁獲割合は41.1%）、不確

実性を考慮したＡＢＣtargetは36万4千トン（漁獲割合は34.9%）と計算された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2005年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合

ABClimit 428千トン（193千トン） Fmsy 0.748 41.1%

ABCtarget 364千トン（164千トン） 0.8Fmsy 0.598 34.9%

 

※(）内は近年5カ年の秋季発生系群の漁獲量に対する我が国の漁獲比率（0.45）

より算定した我が国のＡＢＣ。Ｆ値は加入後産卵までの６ヶ月間の値。 
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評価

不確実性を考慮した結果では2005年～2014
年の平均漁獲量は39.0万トン、平均資源量は
94.9万トンであった。また、資源量が0.5Bmsy
を94%の確率で上回った．

不確実性を考慮した結果では2005年～2014
年の平均漁獲量は36.8万トン、平均資源量は
105.7万トンであった。また、資源量が0.5Bmsy
を97%の確率で上回った．
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の維持

Fsus
252千トン
（113千トン）

年３年間）
の漁獲係数で管理
．

Fcurrent
198千トン
(89千トン）

不確実性を考慮した結果では2005年～2014
年の平均漁獲量は28.9万トン、平均資源量は
119.4万トンであった。また、資源量が0.5Bmsy
を98%の確率で上回った．

不確実性を考慮した結果では2005年～2014
年の平均漁獲量は23.7万トン、平均資源量は
124.6万トンであった。また、資源量が0.5Bmsy
を99%の確率で上回った．
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年 資源量（千トン） 漁獲量（千トン） F値 漁獲割合

2002 1772 292 0.238 16%

2003 1195 283 0.370 24%

2004 854

 

 

 

 

 

 

指 標 値 設定理由

Bban 未設定

Blimit 資源量 493千トン

2004年 資源量 854千トン

資源量をこの値以下にするFでは
資源が急速に減少する

 

（水準・動向）  

水準：高位  動向：減少 
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系群は資源水準が高くなると共に回遊範囲が拡大し、晩秋以降、津軽海峡や宗谷

海峡を通って日本海に移入し、産卵海域へ移動することが知られている（Nakata 

1993；中村・森 1998；森・中村2001）。 

 

（２）年齢・成長 

スルメイカは単年生であり、１年で成長・成熟し、産卵後に死亡する。近年、海域（温

暖な環境）によっては半年程度で産卵を開始する可能性も指摘されている。なお、スルメ

イカの成長は発生時期や分布域及び雌雄によって異なるが（浜部・清水 1966；新谷 1967；
木所・檜山 1996）、秋季発生系群の平均的な成長は図２のとおりである。 
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図２．スルメイカの成長 

 

（３）成熟・産卵 

スルメイカの雄は孵化後７～８ヶ月から生殖腺が発達し始め、約９ヶ月で成熟

すると共に雌と交接し始める。雌は雄よりも成熟が遅く、孵化後10ヶ月以降、産
卵の直前になって急速に生殖器官を発達させ、産卵する。しかし、産卵回数が１

回のみであるか、複数回行われるかは、確証が得られていない。 

産卵海域は図１に示すとおりで、秋季発生系群は主に10～12月に北陸沿岸域か

ら対馬海峡付近及び東シナ海で産卵し、冬季発生系群は主に１～３月に九州西岸

から東シナ海で産卵する。 

 

（４）被捕食関係 

日本海においてスルメイカは、対馬暖流域ではキュウリエソをはじめとする小

型魚類を捕食するが、沖合の亜寒帯冷水域では動物プランクトンが主要な餌料と

なっている（沖山 1965）。一方、スルメイカは大型魚類や海産ほ乳類によって多

く捕食されると考えられるものの、日本海における被食状況は明らかになってい

ない。また、孵化後100日前後の若齢個体を中心に共食いによる被食も多いとされ

ている（木所・氏 1999）。 
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秋季発生系群全体（日本と韓国の合計）で見ると、韓国の漁獲量の急速な増加

により1996年及び1999年には30万トンを越え、近年は沖合漁場が開発された直後

にピークを迎えた1970年代前半と同水準の漁獲量になっている。 
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図４．スルメイカ秋季発生系群の漁獲量の推移 

 

表１．スルメイカの系群別漁獲量  

日本 韓国 計 日本 韓国 計

1979 178,901 17,725 196,626 41,922 8,407 50,329

1980 176,853 37,469 214,322 153,914 11,022 164,935

1981 134,366 29,962 164,328 66,949 16,753 83,702

1982 130,867 38,360 169,227 51,870 15,565 67,435

1983 135,327 25,908 161,234 56,650 11,379 68,029

1984 116,720 25,017 141,737 61,799 14,593 76,392

1985 103,719 30,548 134,267 27,688 12,331 40,019

1986 55,430 23,265 78,695 37,928 13,950 51,877

1987 144,017 43,580 187,597 44,539 17,350 61,889

1988 108,976 31,915 140,891 41,669 17,611 59,280

1989 146,221 41,767 187,987 65,098 24,119 89,216

1990 134,794 45,462 180,255 75,385 29,832 105,217

1991 130,359 66,914 197,273 115,360 42,989 158,349

1992 154,830 72,712 227,542 236,379 67,080 303,459

1993 148,048 131,471 279,518 165,940 84,697 250,636

1994 128,121 128,597 256,718 166,224 60,975 227,199

1995 128,135 125,558 253,693 168,320 75,339 243,659

1996 176,916 139,259 316,175 267,095 113,360 380,455

1997 139,821 138,714 278,534 225,793 86,246 312,038

1998 108,089 102,992 211,081 73,401 60,024 133,425

1999 140,482 170,980 311,461 98,917 79,012 177,929

2000 115,003 152,677 267,679 245,353 73,633 318,986

2001 120,755 146,033 266,788 172,913 79,583 252,496

2002 142,020 150,286 292,305 131,549 76,371 207,919

2003 121,599 161,075 282,673 131,814 72,180 203,993

秋季発生系群 冬季発生系群

年
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（３）漁獲努力量 

日本海における中型いか釣り漁船の漁獲努力量（操業日数）は、1980年代半ば

までは10万日前後であったが、その後の減船により大きく減少し、1990年代以降

は３万日を下回る水準で推移している（図５）。 
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図５．日本海における中型いか釣り漁船のＣＰＵＥ、漁獲量、努力量の推移 

 

４．資源の状態 

（１）資源評価方法 

秋季発生系群が中心となる日本海では、漁場一斉調査の結果を用いて資源変動

が把握されている（補足資料１－１）。ここでは、漁場一斉調査結果によって算

出される資源量指数で資源水準を把握すると共に、これまでの資源量推定結果を

用いて資源量指数を定量化した。さらに漁獲量と自然死亡係数を与えることによ

って1979年以降の産卵親魚数を推定し、再生産関係の推定に用いた。資源量およ

び再生産関係の推定方法は補足資料１－２に示した。 

 

（２）資源量指標値の推移 

資源量指数 

資源量指数として日本海の漁場一斉調査で得られた全調査点の平均CPUEを図６

に示す。資源量指数は、1980年代前半は減少傾向にあり、1986年は1980年の1/7

にあたる2.67個体に減少した。1987年以降は増加傾向に転じ、1990年代は1998年

に一時的に減少したものの、概ね15個体前後で推移している。2000年以降は20個

体以上に増加し2002年には25.04に達したが、2003年は2002年の67％である16.88

に減少し、2004年にはさらに12.07に減少した。なお、漁期前の４月に実施する新

規加入量調査の結果でも2003年および2004年は採集個体数が減少しており、資源

量の減少が予測されていた（補足資料１－１）。 

 

幼生分布密度 

幼生の分布密度、特に口径45cmのプランクトンネットによる結果（補足資料１

－１）は、資源水準が高い年代には親魚の資源水準の指標値として有効である（後

藤1999）。傾向として1980年代は低い値であったが、資源量指数同様1990年代以

降は高い値で推移した。2003年は資源量指数同様、やや減少した（図７）。 
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（３）漁獲圧と資源動向 

スルメイカの資源が、好適な環境下の再生産関係に従うとして、各漁獲係数で漁獲した場

合の資源量および漁獲量の変化を示す。 
 
資源量

F値 2004 2005 2006 2007 2008 2009
0.144 0.5Fcurrent(3yr) 854 1043 1289 1376 1400 1407
0.287     Fcurrent(3yr) 854 1043 1227 1297 1320 1328
0.379 Fsus(3yr) 854 1043 1186 1243 1263 1271
0.598 0.8Fmsy 854 1043 1084 1102 1110 1114
0.748     Fmsy 854 1043 1013 999 993 989
0.897 1.2Fmsy 854 1043 941 892 867 853
1.121 1.5Fmsy 854 1043 834 731 672 636

産卵親魚量
F値 2004 2005 2006 2007 2008 2009
0.144 0.5Fcurrent(3yr) 289 496 613 654 666 669
0.287     Fcurrent(3yr) 289 430 505 534 544 547
0.379 Fsus(3yr) 289 392 445 467 475 477
0.598 0.8Fmsy 289 315 327 333 335 336
0.748     Fmsy 289 271 263 260 258 257
0.897 1.2Fmsy 289 233 211 200 194 191
1.121 1.5Fmsy 289 187 149 131 120 114

漁獲量
F値 2004 2005 2006 2007 2008 2009
0.144 0.5Fcurrent(3yr) 253 106 131 139 142 142
0.287     Fcurrent(3yr) 253 198 233 247 251 253
0.379 Fsus(3yr) 253 252 287 300 305 307
0.598 0.8Fmsy 253 363 378 384 387 388
0.748     Fmsy 253 428 416 410 407 406
0.897 1.2Fmsy 253 485 438 415 403 397
1.121 1.5Fmsy 253 558 446 391 360 340
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図12.各漁獲係数で漁獲した場合の資源量および漁獲量の推移 
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（４）不確実性を考慮した検討 

再生産関係のバラツキに加え、1998年に代表される短期的な資源減少（15年間

に１度の頻度で再生産率が半分になる）を組み込んだシミュレーションを行い、

不確実性を考慮した検討を行った（補足資料１－４）。その結果、Fmsyで漁獲し

た場合は、2005～2014年の平均漁獲量が39.0万トン、平均資源量が74.9万トンで

あった（図13）。平均漁獲量は短期的な減少を組み込んでいるため、再生産関係

式のみで検討した場合よりもやや低い値となった。0.8Ｆmsyで漁獲した場合、Fm

syで漁獲した場合の約95％の平均漁獲量(36.8万トン)、および111%の平均資源量

（105.7万トン）となった。Fmsyで漁獲した場合、1980年代の資源水準である50

万トン（MSY水準の約50%）を下回る頻度が6.0%であったが、0.8Fmsyで漁獲した場

合、その頻度は3.4%に減少した。FsusおよびFcurrentで漁獲した場合の平均漁獲

量および平均資源量はそれぞれ、28.9万トンおよび119.4万トン、23.7万トンおよ

び124.6万トンであった。 
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図13．不確実性を考慮した場合の資源量および漁獲量の推移。1000回の反復計算
より上位10%値、平均値、下位10％値を示す。  
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（５）漁獲制御方法の提案 

漁獲制御方法（Blimitの設定)を、不確実性を考慮に入れたシミュレーションを

用いて2005～2014年の平均漁獲量、およびこれまでの最低資源量である18.9万ト

ン（1986年）を下回る確率から検討した（Blimitの設定：資源量(Bt)がBlimitを

下回った場合、漁獲係数(Ft)をFt／Blimit×（Blimit-Bt）引き下げる）。 

平均漁獲量は、現在の資源状態では漁獲係数がFmsy(=0.748)以下の場合、ほと

んど変化が無く、Blimitを設定する効果はほとんど見られない。しかし、Fmsy以

上の漁獲係数で漁獲した場合、Blimitを設定しないと、平均漁獲量が漁獲係数の

増加と共に減少した。一方、BlimitをBmsyおよび1.2Bmsyに設定した場合では、F

=1前後の漁獲係数で平均漁獲率が最大となったが、この場合は漁獲量の変動が大

きくなり、漁業経営上、好ましくない状態も生じる可能性が考えられる。 

これまでの最低資源量である18.9万トンを下回る確率は、Fmsyで漁獲した場合

はほとんど出現しなかった（0.1％以下）。しかし、Blimitを設定しない場合、お

よびBlimitをこれまでの最低資源量とほぼ同等の0.2Bmsy(=19.7万トン)に設定し

た場合、漁獲係数の増加と共に資源量が18.9万トンを下回る確率が急速に増加し

た。一方、Blimitを0.5Bmsyに設定した場合はその確率が著しく低下しており、B

limitを0.5Bmsyに設定することで、これまでの最低資源量であった1986年の資源

量以下に減少させる危険性を大きく減少させる効果が期待される。 

以上の結果から、適切な漁獲係数（Fmsy以下）で漁獲した場合、Blimitを設定

する必要性は低い。しかし、漁獲係数がFmsyよりも高い場合、BlimitをBmsyの50%

にあたる49.3万トンに設定し、これ以下の資源量では漁獲係数を引き下げる方策

が資源を崩壊させる危険性を低下させるうえで有効と判断される。 
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図14．Blimitの設定値と2005～2014年の平均漁獲量（上図）および1986年の資

源量(18.9万トン)を下回る確率（下図）。 
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６．2005年ＡＢＣの設定 

（１）資源評価のまとめ 

スルメイカは中長期的な海洋環境の変化によって再生産状況が変化し、資源水準が変化

することが想定されている。1980年代は不適な海洋環境に加え、高い漁獲割合によって資

源が減少し、低水準で推移した。1990年代以降は好適な環境への変化および漁獲割合の低

下によって資源が増大し、近年は高い水準を維持してきた。今後も好適な環境と適切な漁

獲割合の下、高い資源水準を維持することが見込まれるが、2003年および2004年の調査結

果では２年続けて資源量指数が減少し、次年以降の調査結果によっては今後の資源動向を

見直す必要もある。加えて、スルメイカの資源水準・動向は、産卵場の変化や分布・回遊

経路の変化とも関係しており、これらの情報も含めて的確に判断していく必要がある。 

 

（２）ＡＢＣの設定 

管理基準値は平成16年ＡＢＣ算定のための基本規則に従って算定した。現在のスルメイ

カ秋季発生系群の資源は減少傾向にあるものの、高水準にあると判断した。また、資源量

を0.5Bmsy以下に減少させる漁獲係数では資源を大きく減少させる危険性があるが、現状の

漁獲係数は高くなく、2004年の資源量も推奨されるBlimit（Bmsyの50％=49.3万トン）を上

回っている。したがって、基本則の１-1)-(1)を適用し、再生産関係式から算定されるFms

y（=0.748）を管理基準値とした。 

ＡＢＣ対象年の2005年の資源量は資源量と漁獲係数の関係（図15）より2004年の漁

獲係数を予測し（=0.486）、この漁獲係数で漁獲した場合（予測漁獲量=25.3万ト

ン）の2004年の産卵親魚数（10.3億個体）から再生産関係を用いて104万トンと予

測した。ＡＢＣの対象年となる2005年の予測資源量（104万トン）と、管理基準値

(Flimit＝Ｆmsy＝0.748)から2005年のＡＢＣlimitは42.8万トン（我が国は19.3

万トン:近年5カ年の秋季発生系群の漁獲量に対する我が国の漁獲比率（0.45）よ

り算定）と算定した。 

また、再生産関係や管理基準値の不確実性を考慮に入れ、Ｆtarget＝Ｆlimit×

0.8（＝0.598）とした。この場合、ＡＢＣtarget＝36.4万トン（我が国は16.4万

トン）となった。 

なお、資源量推定係数ｐおよび自然死亡係数ｍによる算定したＡＢＣlimitへの影

響を補足資料１－５）に示した。それぞれの想定される範囲内（ｐ=1.52～3.03（1979～2

000年の平均漁獲率0.20～0.50）、ｍ＝0.3～1.2）において算定されるＡＢＣlimitはＡＢ

Ｃtargetよりも大きく、これらの係数の不確実性による資源管理への影響は小さいと判断

される。 
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７．ＡＢＣ以外の管理方策への提言 

スルメイカの資源水準は漁獲による影響に加え、中長期的な海洋環境の変化が

関与している。したがって海洋環境や幼生の分布状況（産卵海域の形成位置）の

モニタリング調査（補足資料1-1-2））を継続して実施することで中長期的な海洋

環境の変化を把握することが重要である。そして海洋環境の寒冷化や海洋構造の

変化および産卵場形成位置の変化が観察された場合は、スルメイカの資源動向が

変化する兆候として対応策を検討する必要がある。また、スルメイカの再生産は

短期的な海洋環境の変化により、大きく変化する場合がある。そのため新規加入

量調査（補足資料1-1-3)）によって、再生産状況を早期に把握していくことも重

要である。 
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補足資料１－１ 

調査船調査の一覧と解説  
 
１）漁場一斉調査および資源量指数 

漁場一斉調査（釣獲試験調査） 

スルメイカ秋季発生系群の主分布域である日本海では、６月から７月にかけて、

日本海側各試験研究機関共同で釣獲試験による分布調査（漁場一斉調査）が継続

して実施されている。この調査は通常ロシアEEZ内を含む（2000年および2002～2

004年は我が国EEZ内のみ）日本海のほぼ全域を対象に60～70の調査点で実施され、

魚群の分布状況や魚体の大きさが把握されている。 

これまで日本海では、漁場一斉調査で得られた全調査点のCPUEの平均値を資源

量指数として用いて変動状況を把握し、スルメイカの資源評価や漁況予報を行っ

てきた。漁場一斉調査は、1994年以前は６月、７月、９月の３回実施されてきた

が、1995年以降は７月のみの実施となっている。したがって、資源評価に用いる

資源量指数は、1995年を境に下記のように求めた。 

 

（ａ）1995年以降は実施した全調査点の平均CPUE（釣機１台１時間あたりの採集

個体数）を資源量指数として計算。 

（ｂ）1994年以前は、実施された調査点が海域的に重複している部分が多いこと

から、６～７月の調査海域を緯経度１度範囲の小海区に区分し、各小海区内

で実施された調査の平均CPUEを小海区のCPUEとして求め、全小海区の平均C

PUEを資源量指数として計算。 

 

1978年以降の資源量指数の変化を付図1に示す。資源量指数は、1980年代前半は

減少傾向にあり、1986年には1980年の1/7にあたる2.67個体に減少した。しかし1

987年以降は増加傾向に転じ、1990年代は1998年に一時的に減少したものの、概ね

15個体前後で推移し、2000年以降は20個体以上に増加したが、2003年は16.88に減

少した。2004年の調査結果では資源量指数は12.07個体であり、昨年の値(16.88

個体)の71％、近年５年間の平均値(21.06個体)の57%に減少し、過去25年間の平均

値(12.29個体)とほぼ同様（98%）であった。また、分布状況を見ると、特に沖合

域の分布密度が低く、沖合域での分布量が少ないことが特徴となっていた。 
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補足資料１－２ 

資源量および再生産関係の推定方法 

スルメイカ秋季発生系群の資源個体数（Nt）は、漁場一斉調査結果（補足資料1

-1-1））より得られる資源量指数（Ut）をもとに以下の方法で求めた。 

なお、用いた生物学的パラメータ（成長、自然死亡係数）は次の通りである。 
成長：スルメイカは孵化後６ヶ月以降に加入し、寿命とされる１年（孵化後12

ヶ月）まで漁獲対象になると仮定した。したがって、資源評価にあたっては、漁

獲物の体重を漁獲対象となる期間の中間にあたる孵化後９ヶ月の体重（280ｇ）と
して用いた。また、加入時、産卵時の体重も便宜的に280gとして計算した。  
自然死亡係数：これまでバイオマス解析（安達1988）、標識放流調査（町中ら1

980）による推定が試みられているが、妥当な値は得られていない。そこで、月当

たりの自然死亡係数0.1（加入後６ヶ月で0.6）を仮定値として用いた。 

スルメイカ秋季発生系群の資源個体数（Nt）は、漁場一斉調査結果より得られ

る資源量指数（Ut）に比例し、以下のように示されると仮定した。 

 

                （１） tt UpN ⋅=
ここでN  はｔ年の資源個体数（億個体）、Utはｔ年の資源量指数、pは定数で

あり、資源量指数に係数pをかけることで、資源量を計算することができ、さらに

１個体あたりの体重（280g）をかけることで、資源量が求まる。 

t

秋季発生系群が主体と考えられる日本海のスルメイカの資源量はこれまでの推

定の結果（日本海区水産研究所 1997；1998；谷津ほか 2002）、資源が減少した1

980年代は約50万トン、増大した1990年代は70～150万トンの水準と推定され、こ

の間の漁獲率は0.2～0.4の水準にあるとされている。そこで、1980年代の資源量

の平均が50万トン、1990年代の資源量が平均100万トン、1979～2000年の漁獲率の

平均値が0.3となるような値（この場合、1979～2000年の平均資源量は78万3千トン）

を妥当と考え、その際の係数p（＝2.528x10^8）を仮定値として用いた。その結果、

資源量は図９のように計算された。なお、ｔ年の漁獲率（Et）は以下のように計

算した。 

                                 
           （２） 

 t

t
t Nw

YE =
⋅

ここで、Ytは日本と韓国の t年におけるスルメイカ秋季発生系群の漁獲量であり、
ｗは１個体あたりの平均体重である。 

次に産卵親魚数（St）は下記の式で求めた。 

 

                                    （３） 

ここでFtは漁獲係数、Mtは自然死亡係数であり、Ftは漁獲量（Ｙ t）から（４）式

を満たす値として数値計算より求め、自然死亡係数Mt は資源量に関係なく0.6とし
て計算した。  

 
                          （４） 
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以上の仮定および方法を用いてスルメイカ秋季発生系群の資源量および産卵親

魚量を推定した。  
再生産関係式は、中長期的な海洋環境と加入動向の関係をもとに、近年の良好な加入状

況が続く1990年以降の産卵親魚と資源個体数の関係を基に推定した（ただし関係式を推定

する際、環境の一時的な悪化によって資源が大きく減少したと考えられる1998年の値は除

いた）。再生産関係はBeverton－Holt型をモデルに誤差が対数正規分布に従うとして、誤

差(ε)の２乗和が最小になるように係数ａ、ｂを求めた。 

 

                                                                        （５）

     

その結果、a=7.91、b=0.115と推定され、再生産関係式は下記のように求められた。   

                                                        

                      （６） 

 

また、再生産関係式(5)は、(3)式よりＳt－1をＮt－1で示し、次のように書くことができる。 

 

                                  （７） 

 

なお、定常状態（Ｎt＝Ｎt－1）の資源個体数は 

 

 （８） 

                                     

で示され、その時の漁獲量（ＳＹ）は（８）式を（４）式に代入して下記の様になる。 

 

                                     （９） 

 

管理基準値となるＦmsyは、（９）式において、漁獲量（Ｙ）が最大となる漁獲量(ＭＳ

Ｙ)のＦ（＝Ｆmsy）として求めた。その結果、Ｆmsyは0.748と推定され、ＭＳＹは40.5万

トン、この時の資源個体数33.2億個体、資源量（Ｂmsy）は98.6万トンと計算された。 

 

なお、ｔ年のＡＢＣは（７）式における前年の資源量及び予測される漁獲係数と管理基

準値（=Ｆmsy）から下記の様に算定される。 

 

 

                                    （１０） 

 

2004年の各推定値および仮定値は、N2004＝30.5億個体、a=7.91、b=0.115、Fmsy

=0.748、M=0.6、F2004＝0.486、w=2.8であり、式10より2005年のＡＢＣを428千ト

ンと算定した。  
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補足資料１－４ 

漁獲制御方策に用いたシミュレーションは下記の方法で行った。  
推定したBeverton－Holt型の再生産関係式に再生産関係の不確実性および1998年に
観察されたような短期的な再生産率の減少を考慮し、スルメイカの再生産関係を

下記のように示した。  
 
                                 （１） δ⋅⎟⎟⎜⎜ ⋅= eN

)0( 1

 
ここでNtは資源個体数、εは、再生産の過程誤差であり、推定した再生産関係

式と観測値の誤差から正規分布（平均0、標準偏差0.249）を仮定し、乱数を発生
させて与えた。また、δは短期的な海洋環境の変化による資源量の一時的な減少

を示し、15年に１回の割合で資源量が半分になるように与えた（6.7％の確率で0.
5をランダムに発生させて与えた）。  

 
また、スルメイカの減少過程を下記のように示した（加入後の自然死亡係数Mt 

は資源量に関係なく0.6として計算した）。  
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ここで、βは資源量がBlimitを下回ったときの漁獲係数の減少係数で、資源の減
少と共に下記のように直線的に減少するとして与えた。  
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 （３）  
 
なお、漁獲量は下記のように計算した（ｗは280gとした）。  
 

  （４）  
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シミュレーションは初期値に2004年の資源個体数を与え、（２）式で2004年の
推定漁獲係数より2004年の産卵親魚数を計算した後、（１）で2005年の資源個体
数を求めた。その後は、検討対象とする漁獲係数およびＢ limit値を式（２）およ
び（３）に代入し、順次計算した。シミュレーションは2005年から2014年までの
10年間を1000回反復した。なお、資源量および産卵親魚量は資源個体数および産
卵親魚個体数に体重ｗ（全て280gとした）をかけて計算した。  
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